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中国ビジネスコンサルティングサービス利用の手引き

中国ビジネスコンサルティングサービス利用の手引き
公益財団法人にいがた産業創造機構
１　事業の概要
「中国ビジネスコンサルティングサービス（以下「サービス」という。）」は、NICO（公益財団法人にいがた産業創造機構）と上海に拠点を置く「華鐘コンサルタントグループ(※)（以下「上海華鐘」という。）」が契約し、県内企業等の個別依頼に基づき上海華鐘が行う中国企業の信用調査について、NICOがその費用の半額を負担するものです。
一般的に高額で気軽に利用しにくいと言われている専門コンサルティング会社の調査能力と中国現地における広大なネットワークを、低コストで御利用いただけるサービスです。
　　〔事業イメージ〕
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２　利用資格
原則として新潟県内に事業所を有する中小企業(*)　及び商工関係団体

*「中小企業基本法」第２条に定める「中小企業者」

（※）華鐘コンサルタントグループ

　日中合弁の総合コンサルタントグループ。グループの中心である『上海華鐘コンサルタントサービス有限会社』は上海市政府のバックアップのもとに、1994年4月に中国上海市に設立されました。

「上海市信用コンサルタント会社」、「上海市渉外社会調査認可企業」、「ISO9001、ISO14001認証コンサルタント企業」等の認定に加え、外資系コンサルタント会社では初の「渉外代理資格（外国企業の代理申請ができる資格）」及び「国家統計局認定甲種社会調査許可企業（外国企業から受託して全国、全産業の調査を行える企業）」の資格を有し、その各種受託調査実績には定評があります。

HPアドレス： http://www.shcs.jp/
３　調査の内容と費用
	調査の種類
	内　容
	依頼者が負担
する費用
	備　考

	中国(注1) の特定企業に対する信用調査
	依頼者が指定する特定企業に関する以下の項目について、信用調査結果を書面で報告します。

(1) 企業基本情報(名称、住所、連絡先)
(2) 企業概要(創業年、企業形態、代表者名、経営範囲、資本金等)
(3) 財務状況(直近年度)

(4) 財務能力分析

(5) 企業の沿革

(6) 出資者

(7) 高級管理人員

(8) 企業組織図

(9) 従業員

(10) 主要取引銀行

(11) 評価
	23,760円/社

（消費税込）
（44,000円×1.08×1/2）
	· 納期の目安は3週間程度ですが、調査対象企業により異なります。


（注１）調査をお受けできない地域もあります。
４　ご利用方法
	
	１　「事前相談票（別紙１）」に記入して、ＮＩＣＯへメールして
ください。
　　　Email：trade@nico.or.jp

	
	１－２　ＮＩＣＯから以下の内容を返信します。

（事前相談票の受領後３～５日程度要します。）

· 依頼調査の実施の可否

· 費用（依頼者の負担額）

· 納期

	
	２　調査を申し込まれる場合は、次の書類を提出してください。

· 「調査依頼申込書（別紙２）」（押印必要）

· 費用の振り込みを確認できるもののコピー

（例：金融機関への振込み依頼書）

	
	

	
	３　調査申込書の到着及び費用のお振込みを確認次第、調査を
上海華鐘に発注します。

	
	

	
	４　上海華鐘からＮＩＣＯを経由して結果等を報告します。

　


５　秘密の保持及び調査結果の著作権の帰属について
　(1) NICOの守秘義務の範囲

調査結果の内容並びに依頼企業・団体名について、NICOは外部に対しこれを守秘します。

　(2) 調査結果の著作権の帰属

　　 調査結果の著作権は依頼者及びNICOに帰属するものとします。

　　 また、調査終了後1年を経過した後は，国際ビジネス支援のためのデータベースとして活用します。

６　依頼者負担費用の返還について
以下の場合を除き、依頼者負担費用の返還はいたしかねますので、あらかじめ御了承ください。

①　調査した結果、該当企業の倒産等により企業が存在しなかったなどの理由で、調査報告書を提出できない場合

②　NICOの原因により調査遂行が困難となり、報告書の提出ができなかった場合

③　不可抗力の原因により調査遂行が困難となり、報告書の提出ができなかった場合

（別紙１）

「中国ビジネスコンサルティングサービス」

事　前　相　談　票

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
	項　　目
	内　　容

	依頼者
	企業・団体名
	

	
	所在地
	

	
	TEL
	
	FAX
	

	
	E-mail
	
	URL
	

	
	担当者
	所属部署：
職　　名：
氏　　名：

	依頼内容
	

	依頼内容の

詳細
	

	回答希望期日
	平成　　　年　　　月　　　日




（別紙２）

平成　　年　　月　　日

公益財団法人にいがた産業創造機構理事長　様

住　　　　　所
企業・団体名
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　㊞
調査依頼申込書
「中国ビジネスコンサルティングサービス利用の手引き」の内容に同意し、当該サービスを利用したいので、下記のとおり調査を依頼します。

記

１　依頼内容

	項　　目
	内　　容

	担当者名
	所属部署：
役　　職：　　　　　　
氏　　名：

	依頼内容
	

	依頼内容の詳細
	

	依頼者負担金額
	金　　　　　　　　　　　　円


	回答希望期日
	平成　　　年　　　月　　　日




２　添付書類

（1） 依頼者負担金額に係る金融機関への振込依頼書の写し

（2） その他調査に必要な参考資料

事前相談





調査申込み











調査等着手





調査完了・報告

















調査費用のお振込み


（前払い）

















調査費用の振込み先：


第四銀行県庁支店


普通預金　　１１２８４５１
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申込書の送付先：


〒950-0078　


新潟市中央区万代島5-1


万代島ビル9階


（公財）にいがた産業創造機構


販売戦略チーム














4

